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日本工学アカデミーの使命

社団法人日本工学アカデミーは、広く学界、産業界及ぴ国の機関等において、工学及び科学

技術並びにこれらと密接に関連する分野に関し、顕著な貢献をなし、広範な識見を有する指導

的人材によって構成されており、工学及び科学技術全般の進歩及びこれらと社会との関係の維

持向上を図るため、下記の諸活動を通じて、我が国ひいては世界の発展に資することを目的と

する。

守巳==ロ

1 )国内外の工学・科学技術政策、教育等に関する調査研究、提言活動を積極的に行う。

2)国内外における学際・業際的及び新技術領域の活動を推進することに資する調査研究等の

諸活動を積極的に行う。

3)国内外の工学、科学技術の健全な進歩発展に寄与するための教育活動、及び一般に対する

普及、啓発活動を推進する。

4)上記の諸活動を効果的に実施するため、国内外の諸団体、特に海外の工学アカデミーとの

連携を強化し、共同事業等を推進する。

刈内

5)上記の一環として国際工学アカデミ一連合の主要メンバーの一員として、特に近隣諸国に

おける工学アカデミーの設立に対して、良きアドバイザーとしての責務を果たす。

2000年7月19日理事会

刈ち



新産業フロンティア-パラダイム転換への対応
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司 会(依田直也新産業フロンティア作業部会長)

本日は、ご多忙のところを多数ご出附いただき

まして、大変ありがとうございます。601〆1ぐらい

の方がいらっしゃるのですが、ご案内いたしまし

たように、「新産業フロンテイアーパラダイム転換

への対応Jということで東京じ業大学教疫の渡辺
千仰先生にご講演をお願いいたします。

実は 、 1m き'tl~れなし、「新産業フロンティア作業部

会」というのは、昨年4月から、材料専門川会のあ

とを継ぎまして、米イド3J-lまでWJ限付 きの作業部

会でございます。"，身は、私どもが一帯心にかけて

おります国際競争力、特に産業生産性ということ

を一つのテーマにしてお りますが、その'1'でも渡

辺先生は'1'心的なお働きをしておられまして、国
内のごliJf'i'eと同H寺に、オーストリアのウィーンに

あります問際応用システム分析研究所(I1ASA)の技

術顧問を兼任 しておられます。そういうなl床で談

話サロンのlドでも非7i?にユニークなお訴が伺える

ことを期待しております。

ご案内のように、 日本の競争力の失肢について

多くの方々から指摘されております。荘、ども日本

仁学アカデミーでも、 H本の~-i'2;佐の rl'心は材料で

ある、 材料の|制発にサービスj)(:L~長を組み入れた向

付加価仙の産業であるということを認識しており

まして、その意味で‘波辺先生は海外との共同研究

を推進されまして、附報化社会へのシステム、その

"，でもパラダイムシフト、十円報社会へのパラダイ

ム転換に対する11ょ|際競争力のij攻略、そういう而で

大変ユニー クなご研究をしておられます。

ご前i1iiの後、今後の作業部会はどのようなビ

ジョンで進めていくか、持さんのご11:比を卜分!!易

りたいと思ってお ります。お手元に、波辺先生の

資料と、もう一つ、『メイド・イン ・アメ リカjを

占かれたl.iJじ，fi=:r;-が、これからの"，同経済につい

て書いた 『メイド ・イン ・チャイナij攻略jという

本を 3) Jに私が制l沢して山版いたしましたが、そ

の占評がございますので、それについて、今後の

日本の賄業政策という而でコメントをさせていた

だきたいと考えております。それでは、 il!t辺先生

お願いいたします。

渡辺千偲 ただいまご紹介し、ただきました点ボ 1:

業大学十1:会型ILL学研究科で、経営工学をり攻してお

りますiJ主辺と111します。改めまして、よろしくお

願いいたします。

先ほどご紹介いただきましたように、ウィーン

にありますIIASA(同|漂応川システム分析研究所)

の技術刷InJを10イドほど続けさせていただいており

ます。また、 1:学アカデミーでは国際委11会でい
ろいろご指導をいただきまして、昨年から 5年が

かりで、丈科符の科学技術M究費で、11米欧、 さら

には APECを含めて"本の競ノ{I)Jが変わってきて

いるその本質を比きわめようという研究のご支援

をいただきま して、こう いうソフ ト研究としまし

ては -書ハイレベルのもので、5年II¥Jでl位川の
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支援を受けております。アカデミーでの国際委員

会のいろいろなご支援も得まして、例えばオース

トラリアの工学アカデミーのメンバーにも一緒に

入っていただいて、いま研究をやらせていただい

ています。昨年からの5年間ですので、今年は2年

目で、来年以降まだ3年ほど残されています。

依田先生のところでご熱心にお進めになってお

られます新産業フロンテイアのご検討の一環とし

て、その関連しますところをきょうはご報告させ

ていただきたいと思います。

それから、アカデミーでも、先般、飯塚主査の

ところで『製造業の復活』という非常に示唆に富

んだレポートをおまとめになられたところであり

ます。その辺の関連を含めまして、若輩が生意気

なことを申させていただきますが、アカデミーと

いう趣旨に照らしてぜひお許しいただき、かつ諸

先輩からご批判を賜れれば幸いであります。

きょうご報告させていただきます点は次の10の

メッセージです。

①最初に、日本の技術進歩。学生用語になって恐

縮ですが、経済ですと全要素生産性(トータル・

ファクター・プロダクティピティー)、要するに、

労働、資本という在来的なものではなくて、技術、

イノベーションが成長に貢献するものであり、そ

れを技術進歩と言っているわけです。これが90年

代に入って急にガタ減りになってきている。この

辺のところを日・米・欧の比較でごらんいただきま

す。

②次いで、しからばそのガタ減りのソースは何で

あるか。これもまた学生用語で恐縮ですが、技術

の限界生産性。要するに、技術の生産性は80年代

までは日本は、世界ダントツでありましたが、そ

れが手のひらを返したように90年代の後半はガタ

減りになってきている。

③3番目に、しからばそれはなぜか。これはもっ

ぱら情報化社会へのパラダイム変化あるいはポス

ト高度成長時代に入ってきていることに起因する。

学生どもに冷やかして言っていますのは、季節が

冬になっているにもかかわらず、夏服でカッコイ

イと褒められたので、いつまでも夏服で過ごして

いる、そういう時代の変化にうまくフィットして

いない。それをシステムヒッチo アメリカの仲間
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は英語ではヒッチなんて言わないで、システム・コ

ンフリクトと言うらしいですけれども、そういう

ものに起因している。

④そして、それが先ほど申しました成熟経済への

移行に伴って、低経済成長構造化している中で、い

まだに成長追求路線である。これが成功体験の呪

縛でありますとか、組織のネガテイプな慣性と言

われるところでありますけれども、それに執着し

ていることの必然的結果である。

⑤したがって、その成長追求路線に対置します新

しい軌道へのスイッチo アメリカは、後にごらん

いただきますように、早々とそれを察知して、 80

年代、特にそれは累積的に努力して、 ITをベース

とした新機能創出路線にスイッチングしてきたと

ころであるわけですが、それを日本も、この間の

飯塚主査のご報告にもありますとおり、ポテン

シャル、潜在能力としては無限にありますので、そ

れを十分認識して、潜在能力を顕在化させること

が必要であるというのが5番目です。

⑥そのためにはどうするかというのが後半戦にな

るわけですが、新機能創出というのは、技術の価

格弾性値、これは経済の言葉ですが、一言で申し

ますと最小限のコストで最大の付加価値を持った

魅力的な技術を生み出す。現に、そういうたぐい

のものは日本も幾つか世界に先駆けてやっている

ところであるわけですが、今後ますますもってそ

ういうところに狙いどころを置くべし。

⑦そして、それはITの自己増殖機能と申しますが、

それがiモードに見られますように普及しますと、

コギヤルがどんどん注文をつけて新しいファンク

ション(機能)を付ける。そうするとますます普

及する。そういう自動的に機能が付加させる好循

環メカニズムとお互いに共鳴し合って、スパイラ

ルな拡大が期待されるのではないか。

③しかし、それを発揮するためには社会経済体質

の柔軟性が鍵。これは80年代までの日本は、明治

期以降、世界一柔軟な体質を持っていたわけです

が、 80年代までの成功体験の呪縛がいささか災い

して、いまだにビジネスモデルが80年代の工業化

社会のビジネスモデルに執着し、結果として冬が

きた情報化社会に対しては柔軟性を発揮し切れな

い。そこのところカfポイントではなかろうか。

河内
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⑨そして、社会経済体質の柔軟性。成熟大企業は、

いかなる組織体でもそうですが、非常にエスタブ

リッシュされて成功を体験された。そこに典型的

に見られる組織の慣性 (OrganizationalInertia)に

よって阻害されている。あたら成熟大企業に内包

されているリソーセスが死蔵したままになってい

るのではなかろうか。

⑮最後に、規模の大小にかかわらず、組織の慣性

に阻害されない機動性、柔軟性、適応性、連携性

に卓越した企業。これは繰り返しになりますが、規

模の大小を問わず、大企業であれ、中小企業であ

れ、そういうものに卓越した企業の主導の下で、社

会経済体質の柔軟性をフルに追求して、 ITの持っ

ている自己増殖機能と新機能創出型成長軌道のス

イッチングと共鳴をさせていく、そういう方法が

大事ではなかろうか、ということです。

その辺のところを、順次一つ一つ証拠立てとと

⑩従って、組織の慣性に阻害されない、機動性・

柔軟性・適応性・連携性に車越した企業の主導

の下に、社会経済体質の柔軟性をフルに追求

し、打の自己増殖機能と、新機能創出型成長軌

道とを共鳴させていくことが期待。

1 .日本の競争力の失墜

最初に「つるべ落としの競争力J。これは、勝て

ば官軍、負けますといろいろ榔撤されることばか

りが多くて、私どももいろいろな側面で歯ぎしり

しているところであります。これがスイスをベー

スとしますIMDが毎年手を変え品を変え、いろい

ろなインデックスで出しています国際競争力指標

です。これは90年代初めまでは日本がダントツで

ありましたけれども、 90年代の初めからアメリカ

に抜かれ、文字どおりのつるべ落とし。いまでは

もにご検討いただきたいと思います。 世界30位という形になっています(図1次頁)。

l枚目から順次その証拠をごらんいただきます。 この好対照が80年代、 90年代でクリアに見られ

この i10のメッセージJに対応しますl.--10. 

となるわけです。

① 日本の技術進歩(全要素生産性:TFP増加)は、

1990年代に入って急減。

② これは、技術の限界生産性の激減の結果。

③ この激減は、もっぱら、情報化社会へのパラ

ダイム変化へのシステムヒッチに起因。

④ このヒッチは、成熟経済への移行に伴い、低

経済成長構造化している中で、いまだに「成

長追求路線jに執着していることの必然的結

果。

⑤ 従って、「新機能創出路線Jへのスイッチを促
進させるための新機能創出が必須。

⑥ 新機能創出は、技術の価格弾性値の上昇に依

拠。

⑦技術の価格弾性値は、 ITの自己増殖機能創出

メカニズム同様、新機能創出との好循環を誘

発。

③ この好循環および打の自己増殖機能の発現は、

社会経済体質の柔軟性に依存。

⑨社会経済体質の柔軟性は、成熟大企業に典型

的に見られるように、組織の慣性によって阻

温室

るところであるわけです。 80年代は“Japanas 

No.t"あるいは“MITIand High-tech Miracle"が世

界のベストセラーになる。我々は通産省で石坂院

長のご指導を得て技術政策をやらせてもらってい

たときは、欧米から門前市をなすようにいろいろ

教えを受けにきた時代であるわけです。それが今

日、“Japan，the System that Soured"、これがリチヤー

ド・キャッツの『日本という腐ったシステム』と

いう、ふざけたような、しかし冷静に考えると、

我々は慢心して気がつかなかった正鵠を射たパブ

リケーション、あるいは“Japan'sEconomic 

Dilemma"、それらが逆に反面教師としてベストセ

ラーになるような4犬況になってきている。これと

軌をーにして、株価はこの 7月ぐらいから若干リ

カバーしたとはいえ、往年のトレンドは見る影も

ない状況であります。

いまごらんいただきましたのは、経済の競争力

のみならず、社会、文化、国民としてのインテグ

リテイ、いろいろなものを包摂したものであるわ

けですが、その中心は日本、なかんずく経済競争

力が中心でありますけれども、それを簡単な計量

分析で明らかにしていきます。中心は、 GDPの成

長率の貢献要因分析。学生どもによく言っていま
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図1 日米競争力の推移(1980-2002)
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表1日米独のGDP成長率とTFP成長率の貢献の推移ー年率%

本

国

げ

日

米

和

1960・1973

9.7 (6.2) 

3.8 (1.5) 

4.6 (2.8) 

1975・1985

2.2 (1.4) 

3.4 (1.0) 

3.8 (1.2) 

a. GDP.成長率 (TFP成長率}

資料:1960・1973: OECD Economics Stud同 (1988).

1975-2001 : Europ飽nCompetitiveness Report (2001). 

すのは、昔のように口を開けていればお日様ある

いは雨がどんどんGDPを育ててくれるという時代

ではない。何かインプットしなければ不可能。そ

れが労働、資本、そして技術ストックである。そ

れを微分して、それぞれのGDP成長率に対する貢

献を因数分解しますと、最初は労働、資本という

在来的な生産要素、あとは技術ストック、研究開

発を中心としますR&D努力、それがストックとし

てGDPに貢献する、大きくその二つに分けられる

ところであるわけです。

そのうち前者、在来的な労働・資本は、少子・高

齢化でありますとか、全体に低成長の中でかつて

4 

1985・1990

3，4 (2.8) 

3.2 (0.9) 

5.2 (1.7) 

1990・1995

2.0 (-・0.3)

2.4 (0.9) 

1.5 (1.1) 

1995・2001

1.8 (0.2) 

3.9 (1.5) 

1.1 (0.7) 

河内

の高度成長期のように投資が投資を呼ぶというよ

うな時代ではなくなってきていますので、これら

にあまり期待するところはない。したがって、必

然的に勝負どころは先進工業国共通に全要素生産

性という技術進歩による貢献というところである

わけです。

整理しますと、労働の高齢化、低成長下での資

本の老朽化の下で、産業の競争力は尽きるところ

技術進歩、全要素生産性、これは教科書では大昔

から言われていたところであるわけですが、改め

て21世紀になりますと、それが非常に鮮明に再び

リマインドされてきているところであります。



しかるに、この大事なときに、80年代に圧倒的

優位を誇った日本のTFP成長率、高度成長、ジャ

パン ・アズ ・ナンバーワンと言わしめたソースで

あるわけですが、90年代に急に減ってきている。こ

れは客観性を持たすために、 OECDあるいはEUの

ほうが分析しているものをそのまま持ってきたわ

けです。各機関のGDPの成長率。括弧内がそのう

ちの技術進歩による分であるわけです(表1)。

石油危機以前は文字どおり高度成長。 GDP成長

率への貢献の 3分の2が技術進歩。ほかに比べて

圧倒的にそれが中心となり、石油危機以降、相対

的に低成長化したとは申せ、 80年代はアメリカの

1.0に立すして1.4、80年fU&半はアメリカの0.9に

対して2.8と、圧倒的優位で、ハイテク・ミラクル

と言わしめたところであるわけですが、 90年代に

入りますと、日本は全体に成長が停滞していった。

その中で肝心の技術進歩が、90年代初め、バブル

の崩壊直後は-0.3，90年代後半のアメリカが1.5

と逆に復調しているのに対して、0.2と逆に下がっ

てきている。先ほどごらんいただきました競争力

の日米逆転、むべなかるべき数字がいろいろなと

ころで見られます。

最初に技術進歩は90年代に入って急減している

というと ころをごらんいただいたわけです。

2.技術の限界生産性の激減

続きまして、それはなぜ、というところでありま

す。

まず、技術の限界生産性。先ほど'11しましたよ
うに、世界一生産性がよかったのが、世界でドン

ジリになってきている。TFPカf下がっている。こ

れを客観的に見ますに、やや数学的に展開します

と、 全要素生産性上昇率は技術の限界生産性と

GDP当たり研究開発費、あるいは企業レベルです

と売上当たり研究開発費と言われていますR&Dイ

ンテンシティー (研究開発強度)の柏で単純に推

理されるわけです。

したがって、先ほどごらんいただきましたよう

に、これが怠訪れこ下がった。同じものを俸グラフ

で比較してみると、日本はマイナス。かつてはダ

ントツであったけれども、 90年代に入ってから急

図2-1 日米欧TFP成長率の推移 (1960-2001) 
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図2-2 日米の研究開発強度 (GDP当り研究開発費)
の推移 (1975-2001) 
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Technology (annual issue). 

図2-3 日米の技術の限界生産性の推移 (1960-2001) 
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激に下がった。それがこのてっの和です。政初の

ほうの研究開発強度、 GDP当たり研究開発的で‘LI

米を比較しますと、月弘、ところは日本、 IIいとこ

ろはアメリカで、 80-:1三代はアメリカを凌771し、ど

んどん勢いを増 して、圧倒的にそのレベルて¥ こ
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ちらのほうは世界ダントツであるわけです。しか

らば、右辺が高ければ左辺が高い。当たり前のこ

とであります。それが逆になっているのは、リャ

ンハンで技術の限界生産性が下がっていることに

ほかならないところであります。現に、その観点

からダイレクトに技術の限界生産性を比較します

と、同じように黒が日本、白がアメリカで、 80年

代まで圧倒的にその生産性が高かった。 90年代に

入って急激に逆転して、見る影もないわけです(図

2)。
しからば、だんだんとなぜそんな手のひらを返

したように90年代に入って急激に下がったのか。

いろいろなご指摘をいただいているところであり

ますが、研究開発。これは先ほどごらんいただき

ましたように、 GDP当たり圧倒的に多いというの

はインプット大因。しかし、タイミング、やり方

が硬直的で機動性に欠知している。したがって、生

産性に結びついていない。それから、最近、小泉

総理直々に乗り出していますIPR、それの管理が

不十分なために、インプットが氷で水をすくうよ

うな形になっている。あるいは、これは私ども大

学人としても非常に責任を持っているところであ

るわけですが、研究開発主体問、いろいろなとこ

ろで足し算としては総量は多いわけですが、それ

がベクトルとしての合成効果が働いていない。そ

れが産官学で欠知。

それから、システムとしての潜在的技術革新資

源。これは単に研究開発の金を増やすだけではな

くて、学習効果とかスピルオーバーを有効に活用

する。かつて、戦後の復興過程で日本はこういう

システム的なところを十二分に活用した。それが

必ずしも活用されなくなってきている。このよう

なことがいろいろなところでご指摘いただいてい

るところであるわけです。

中でも、工業化社会から情報化社会へのパラダ

イムシフトにもかかわらず、伝統的な工業化社会

の慣性に引きずられて情報化社会に適応したシス

テムに脱皮していない。これが先ほどごらんにな

りまして、後に意識的にごらんいただきたいシス

テムヒッチに決定的問題が内在しているのではな

かろうか。その辺の仮説的見方があります。

したがって、いままでごらんいただきましたよ

6 

うに、成長が下がり、肝心の技術進歩が下がった

結果、なぜ下がったのか、生産性が落ちた、生産

性はなぜか、その辺のシステムのヒッチ、せっか

くリソーセスがありながらうまくマッチしていな

い、そんなところに行き着くのではなかろうか、こ

れが2番目のメッセージの「技術の限界生産性の

激減Jの結果で、その原因として想定されるのは

こんなところであります。

3 .情報化社会へのシステムヒッチ

3番目としまして、システムヒッチというのは、

例えば、いままで比較をごらんいただきました日

米に照らして本当の姿はどうか、本当に文学的な

表現で聞くだけではなくて、実際にそういう形に

なっているのですけれども、それを見ていただき

たいと思います。

最初に、ファクツとしてITの効果的活用。これ

は、この面でも IT投資、企業を中心として世界一

熱心な投資がなされているところであるわけです。

こちらのほうでもアウトプット小国で、必ずしも

その効用があらわれていない。これはOECDが加

盟国全体を比較したものです。ネットワーク基盤

の整備。それによってGDPの成長率が当然高まる。

インターネットへのアクセス料金が下がればコス

トが減る、そういう議論をやりながら、日本はそ

の中では世界最下位に近いレベルで、かつ標準よ

りももっと非効率な状況にあるというようなとこ

ろがファクツとして見られているところであるわ

けです。

ITのインプットと有効活用。せっかくインプッ

ト、たくさん投資しても、その効能を有効に活用

できていなし E。その辺のファクツに対しまして、そ

れは実際どういうからくりになっているのか、そ

れを順次見てみようというのが2番目の背景構造

です。なぜITエフィシェンシーがそんなに低いの

かということであります。

最初、予備的にIT、これは先ほど来申していま

すように、いろいろな意味でインプット、情報化

投資を企業は旺盛にやられているところであるわ

けです。それがアウトプットの一面としまして技

術の生産性。技術は収穫逓減の性格を持っている

河内
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図3 製造業技術の情報化社会へのシフト推移の日米比較 実証的に計測します。アメリカのほう

が想像に難くない。早い時期にそれに

取り組んで、日本はそれにキャッチ

アップするような形で、 2-3年遅れで

同じような程度になってきたところで

あるわけです。これはたかだか2-3年

ではないかというようなご指摘もいた

だくところであるわけですが、ご案内

のとおり、ITの社会はwinnertakes allで、

あります。 2-3年、あるいはl年、あ

るいは半年、それがallor nothingになる
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ので、これがだんだんと下がっていくのは当然で

あるわけですが、それにしましても、 90年代以降

はこれがつるべ落としの激減になってきている。

それは何か病巣を抱えているのではなかろうかと

いうことを示唆させるものであるわけです。

そのような観点から、やや細かくなりますけれ

ども、最初にごらんいただきましたGDPは労働、

資本、技術。そして、技術そのものは研究開発投

資、それがストックとなり、たくさん内在してい

るわけですが、それがシステムとマッチしている

のか。それは工業化社会においては非常にうまく

マッチしていたわけですが、情報化社会の下では

お呼びではない、やり方が違うということでリ

ジェクトされ、ヒッチを来たしているのではなか

ろうか。したがって、 GDPに対する貢献、それが

という面も持つところであります。そ

の辺がわりとクルーシャルに効いてきている(図

3)。

前後しますが、工業化社会から情報化社会への

シフト、そのトレンド、それをどうやって実証的

に明らかにしたいかということを細かく書いてい

ますが、先ほどのGDPの成長に対して労働、資本、

技術が工業化社会から情報化社会へのシフトの波

に乗って80年代末から90年代初めぐらいにどの程

度のテンポで進んだのかを見極めるわけです。そ

れで先ほどのSカーブを用いた係数ダミーの経済

統計でやっているわけですけれども、これをいろ

いろ比較検証し、統計的に一番実際をあらわして

いるところでSカーブの係数を決めるという発想

で、いろいろ比較検討して、カーブを特定したわ

けです。結論的にはここに黒く書いてありますよ

どういうふうに適応しているかどうか、それを反 うな状況ということで、そこに書いてありますそ

映させてGDP成長率への貢献を見てみようとして の時期にいま日本があるわけです。先ほどごらん

います。

技術の普及は、 S字型で普及している。そこで、

よく使いますSカーブ、情報化の進展もそれと同

じように浸透していく。これが80年代から90年代

にかけて急速にSカーブのように進展してきたと

ころであるわけです。それの社会経済のパラダイ

ムが工業化社会からこういうテンポで情報化社会

に変わってきている。それに技術のストックがう

まくマッチしているかどうか、それを合わせるた

めにこういう計量分析に工夫を凝らしたものであ

るわけです。

結論的に、工業化社会から情報化社会へのシス

テムのトランスファー、それはアメリカと日本で

いただきましたのは同じような手法で、アメリカ

がどの時期からどのテンポでどのレベルに進んだ

かというのが決定されるということであります。

それを用いまして、先ほどの命題で、ここは技

術の限界生産性が下がった。それを情報化社会へ

の移行との関数で明らかにしようということです。

これを入れて見ますと、これは弾性値と命題の技

術の限界生産性、これが研究開発強度、インプッ

トが世界最高で、ありながら、これがガタ減りに

なったために技術進歩がガタ減りになった元凶に

なっているところであるわけですが、それを日米

で先ほどのように情報化社会への移行の係数を入

れて比較しますと、日本はかつてアメリカを凌駕

EAJ Information No.119 / 2003年12月 7



P 

図4 製造技術の限界生産性の推移 (1975-1999)
Index: 1990=1 
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イム変化というエクスターナル・ショック

といいますか、それの変化に対して同じよ

うな柔軟性・生産性の踏ん張りを発揮した

かどうか、これがこの式で計測されるとこ

ろであるわけです。

1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 

同じような形で見てみますと、かつて

80年代までは工業化社会の流れの中では、

ほとんど限界生産性が社会経済の変化に対

してポジテイブでしたけれども、これはい

かんせん情報化だけがあまりなじまないと

いうような形で、さすがの日本も悪くなっ

したのが90年代以降急激に下がり、また後ほど別 ています。これがアメリカで、同じような勢いで

の側面からも追証をごらんいただきたいと思いま ずっと、かつて日本がエネルギー危機をスプリン

すが、差が出てきたのは90年代でメイド・イン・ グボードにして生産性の向上となった道を、情報

アメリカ、それからサクセッシプな努力の結果と 化社会になってもなし遂げている。その辺のとこ

してスイッチングをうまく切り、 90年代に成長を ろに大きな違いがあり、それが原因となってこの

リカバーし、そして技術の生産性が日本より下が

るどころか逆にリカバーしてきている。その辺の

ところが実証的にうかがわれるところであります

(図的。

さらにしつこく見ていきますと、日米ともに工

業化社会から情報化社会へ移行したところである

わけですが、要はそこのパラダイム変化にマッチ

したか、システムがマッチしたか、マッチせずに

ヒッチしたかというところで、それを計量的に直

裁に比較してみました。

やや細かくなりますが、先ほどの技術の限界生

パラダイム変化へのシステムヒッチの結果として、

日米の技術の生産性、技術進歩、 GDP、そういう

ところにつながってきているのではなかろうか。

いまごらんいただいたのが3番目の、技術の限

界生産性の情報化社会へのパラダイム変化のシス

テムヒッチということです。

4 .成熟経済に対応した成長軌道

4番目に移らせていただきますが、もう少し'情

報化社会を幅広くとらえています。成熟経済(マ

産性、それにGDP、技術ストック、工業化社会か チュアー・エコノミー)に対応した成長軌道。こ

ら情報化社会へのシフトの軌道、これらで説明づ れは日米を問わず先進工業国はすべて高度成長経

けることができる。そして、工業化社会から情報 済から成熟経済へと移行し、相対的に低成長に変

化社会への移動に対して、限界生産性がポジテイ

プに効いているのか、ネガテイプに効いているの

か。かつて日本はエクスターナル・ショックス・ア

ンド・クライシスがすべて踏み台となって、さら

なる生産性の向上をとげた。高度成長期の労働力

不足が労働生産性の上昇、70年代の石油ショック、

エネルギー不足がエネルギ一生産性の向上、また

ニクソン・ショックあるいはプラザ合意による円

高、それがより生産性の高い競争力にした、こう

いうエクスターナル・ショックに対してスプリン

グボードとなって生産性を高めていったところで

ありますが、果たしてこの情報化社会へのパラダ

8 

わってきているわけです。それと、情報化、新し

い機能の創出、それが本来はいわば表裏一体に進

むべきところであるわけですが、そこにうまく

乗ったのがアメリカで、そこの察知と認識の日米

の差。日本は素早くそれを認識していながら、か

つての成功の呪縛ゆえに、従来モデルを踏襲し、対

応が遅れた。そういう差を成熟経済に移行したあ

かつきの両国の成長軌道という観点で改めてごら

んいただきます。

最初に、日米のGDP成長の軌道。日本はキャッ

チアップ・ウィズ・usということで、えらい勢い
で成長し、 80年代もより速いペース。しかし、 90

用対
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年代に入ってアメリカ。逆に日本はサチュレート

し、最近では、年によって名目あるいは実質的に

ネガテイブな成長軌道、そのような状況になって

きているところであるわけです。

最初に、その辺のマクロの鳥搬をご比較いただ

きますが、それぞれのデイケードごとのGDPの平

均成長率。かつて日本はこういう勢いであったわ

けですが、 90年代に入りまして逆にアメリカがリ

カバーしてきている。それが成長経済、成熟経済

にフィットしたような形で衣替えして、うまくタ

イムリーに適応した。日本はいまだに冬になりな

がら夏服で過ごしている。そこが違いではなかろ

うか。

やや細かくなりますが、以上ごらんいただきま

したGDP成長の軌道。我々はその軌道、グロース・

トラジ‘ェクトリーを因数分解しました。高度成長

期の軌道と成熟経済に移行した後の軌道、その二

つの波で合成された結果が現実の成長のグラフで

あるわけですので、それをざくっと高度成長期と

成熟経済下の二つに分けて、その要因をえぐると

いうようなアプローチをとったわけです。先ほど

のGDPの場合でも、この種の成長軌道は尽きると

ころはSカーブ、ロジスティック・グロースにな

るわけですが、それを二つのコンポーネンツの合

成であるというのでパイ・ロジスティック・グロー

スという合成カーブで分解し、合成された結果が

先ほどのグラフに示したものです。日本は、 90年

代以降サチュレートしているのに対しアメリカの

方は、そのままエクステンドしますと、ごらんい

ただきましたように、 90年代からやや成長をリカ

バーして、そのシステムが損なわれない限り、2010

年ぐらいまではその勢いで続きそうであるわけで

す。それを高度成長期、成熟経済下、ちょっと細

い線が重ねられて、後段のほうが成熟経済下の2

番目の成長軌道に分けて示してあります。アメリ

カのほうもしかりであります。ごらんいただきま

すように、日本は成熟経済下におきましでもかつ

てと全く同じビジネスモデルで、相似的なパター

ンを踏襲し、結果として必然的にこうなる。アメ

リカはかつての高度成長期と違ったビジネスモデ

ルにスイッチングし、その結果として成熟経済下

でも、日本とは違って継続的にその成長を持続す

る、そのような姿を実際に示しているところであ

るわけです。

そこに注目しまして、先ほどの軌道選択。最初

に成熟経済への移行に対して、日米がどういうふ

うに認識し、どういうふうに対応したかというと

ころであるわけです。移行の認識。これを日本は

素早く認識し、したがって、素早く第二の波に切

り替えたところであるわけです。しかし、惜しむ

らくは対応。これは従来モデルで、何せ工業化社

会のピジネスモデル、世界に冠たるエフィシェン

トなアチーブメントをなし遂げたために、そこの

成功体験が逆に災いを増し、高度成長の成功に執

着した組織の慣性を示しているわけです。逆にア

メリカは、認識は日本に比べてそれほど素早くは

ならなかったですが、ただ、これは従来と違った

構造であるということを察知して、新しいビジネ

スモデル、後ほどごらんいただきます新機能を創

出するモデルに素早くスイッチングし、ニューエ

コノミーのメカニズムを築いているということが

うかがえます。

先ほど来ごらんいただいています技術の限界生

産性の急減、これを高度成長時代の技術の限界生

産性、成熟経済という先ほど二つの波で因数分解

したもので比べてみますと、日本は成熟経済下に

おいても同じような形で、これが90年代以降、先

ほどごらんいただきましたように、マッチせずに

ヒッチして逆効果。アメリカは逆に新しいモデル

に切り替えたために、限界生産性は上昇し、情報

化社会の寵児としてますます好循環を果たしてい

ることがうかがえるところであります。順次、そ

の役割を見ますと、「新機能の創出jという表現を

{吏っていますが、そこで日米を比較しますと、成

熟経済下におけるビジネスモデルを非常に鮮明に

うかがえるところであります。その辺を引き続き

ごらんいただければと思います。

まず、アメリカは新機能の創出を軸に成熟経済

に対応したビジネスモデルにスイッチをし、それ

で好循環を謡歌してきたところであるわけです。

ローマは一日にしてならず。アメリカもあるとき

誰かがふと思いついてやったわけで、はなし、。 70年

代から80年代、これはヤング・レポートで「世界

的競争という新しい現実jを直視し、認識し、そ

EAJ Information No.119 / 2003年12月 9
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図5 米国における生産性回復への累積努力
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80年代後半の一連の銭争力戦略

88包箔繍出入磁争法

89国家餓争力緩衝移転法

メード・イン・アメリカ
(r米国再生のための来日欧昼寝比鍍J)
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れに基づき累々たる累積的努力を積み重ねて、 80

年代半ばにはレーガンの競争力イニシアテイプで

「アメリカの競争力への挑戦J、ニューヤング・レ

ポートで「競争力の危機・新しい現実に直面してJ。

それから、順次、競争力法案、依田先生がさきに

ご紹介されました『メイド・イン・アメリカ』、そ

のようなものを累々続々と努力を重ね、それらが

90年代初めのインターネットの商用化というテク

ノロジー・イノベーションとマッチングし、共鳴

現象を引き起こして爆発的に広がったわけです。

アメリカがこういうレポートを出しましたときに、

私どもは、通産省の技術政策の末席にいたわけで

すが、ヤング・レポートで「世界的競争という新

しい現実J、しゃらくさい、「新しい現実に直面し

てJ、負け犬の遠吠え、というふうにたかをくくっ

ていたわけです。それが累々たる累積的努力で、90

年代を経ましてこういう形で開花する。率直に申

しまして、当時の我々はややおごりがあって、そ

こまで認識しなかったところであります(図5)。

以上、 4番目の項目をごらんいただきましたら、

先ほどのシステムヒッチ、成熟経済への移行に

f半って低成長構造化している中で、いまだに成長

追求路線に執着していることの必然的結果である

というようなところを証拠立てるというと大げさ

ですが、傍証を示させていただきました。

10 

5 .成長軌道の選択

そこをもう少しITとの関係の流れでごらんいた

だきますと、何度もごらんいただきますGDP、労

働、資本、技術。これを最初にごらんいただきま

したもので因数分解しますと、これがTFP(全要

素生産性)、技術進歩になる。そして、この両方の

和がGDP成長率。成長期には、労働も資本も技術

もという形で、これは技術と成長との好循環、世

界が注目していたところであります。それをもと

にして、アメリカの経済学者カルドアは、「成長こ

そが最大の技術進歩である」というように表現し

た時期であるわけです。そして、高度成長、 GDP

の成長が、先ほど来ごらんいただいております技

術の限界生産性に依存したわけです。そこをもう

一歩因数分解しますと、 GDPそのものと、新機能

創出、分母でマイナスですけれども、新機能の創

出が高まれば限界生産性も高まる。極めて単純な

A orB、いずれかの貢献ということになってきま

す。

高度成長期は放っておいてもGDPが上がる。こ

れがひとりでにフィードパックして、限界生産性

を高める。新機能創出はそういう努力を必ずしも

しなくても自動的にGDPが増える。技術と成長と

の好循環が確保される。高度成長期とは、日本は

これによって持続的な成長のシステムを堅持した

ところであるわけですが、成熟期になりますと、当

n対
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図6 成長軌道の選択
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てにしていたこれの期待ができない。そうします

と、必然的に新機能の創出の方に目を向けなけれ

ばいけない。にもかかわらず、日本はかつてのビ

ジネスモデルへの執着からか、できない。同じよ

うな形で何とか成長のリカバリーを図ろうとして

いる。これはまた高度成長が続けば算術的にもそ

れは期待できるところであるわけですが、好きと

か嫌いとかいうことではなく、高度成長期の工業

化社会のあとの常として、徐々に成熟経済に入っ

ていき、相対的に量的な成長はされない。そこは

いつまでもそれに執着していても悪循環になる。

それに対しまして、アメリカはその時期から、

「ノーモアGDPで、もうこれには期待できない、あ

るとすると唯一のオプションはファンクショナリ

テイ・デイベロップメント (FD)、新機能創出であ

る。これだったらGDPが低成長でも限界生産性を

高め、ちゃんと成長を持続させてくれる。jと言っ

ていたわけです。図6にごらんいただきますよう

に、算術的にはそのとおりで、当たり前のことを

なぜ日本は、切り替えられなかったのか。

ここでごらんいただきますのは、 FDは、これだ

けのフィードパックでなぜそれが持続されるのか

R:研究IJH免投資

a 技術の普及係数

FD:新機能制111

新機能創出路線 f筋線継の'1I}1iJ~テコ/ごlit:&~舟統}

芋=x~.(ぎわチヰ5
ZE作右)

ということです。これはITが内包しています自己

増殖的な機能になります。それとタイアップする

ことによりまして、より限界生産性が高まり、新

機能が創出した。そうすると限界生産性が高めら

れる。これで絶えず成長がもたらされ、 トータル

としての成長が維持される、そういうメカニズム

に切り替わってきたということになります。

いまの点で、お差し障りがあるかもしれません

が、最近の日本企業の収益状況に当てはめてごら

んいただきます。これは電気機械の売上トップ10

社を中心にピックアップした、 NEC、目立、東芝、

富士通、三菱電機、ソニー、キヤノン、シャープ、

松下電工、それぞれの売上高営業利益率です。2002

年(今期)は史上最高利益率。これは単独、連結

を問わず、ほとんどのところでリカバーを見せら

れているところであります。その中でも、キヤノ

ン、シャープ、松下電工に見られますような非常

に高い売上高営業利益率を堅持されているところ

と、一方で利益率の低迷にご苦労されているとこ

ろが、鮮明にわかれてきているところであるわけ

です。

それが、先ほど来ごらんいただいています高度
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図7・1 電気機械10社の研究開発強度と売上高営業利益率の相関 (19卯年代初め)
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図7-2 電気機械10社の研究開発強度と売上高営業利益率の相関(最近時)
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成長期の中で成長軌道のスイッチに踏み切ったと

ころと、そうでないところによって分かれたとこ

ろです。かつて、研究開発投資、技術は生産性を

高めて成長を増やし、また収益性をも高める、そ

れがいわば研究開発・技術神話のように信じ込ま

れていたところであるわけですが、90年代以降、成

熟経済化、情報社会へのパラダイムシフトの中で

必ずしもそうはならなくなってきているという結

果が、いくつかのところであらわれてきていると

ころをごらんいただきたいと思います。

最初に、これは80年代、 90年代初めぐらいまで、

先ほどの売上高営業利益率とインプット、これは

12 
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研究開発強度:R/S (1995-1998平均):% 

河内

技術、これは企業レベルですので、売上当たりの

研究開発費、との相関です。 80年代にはまさに研

究開発神話、技術神話のように、右肩上がりで、研

究開発を増やし技術投資を増やせば利益率も上が

るということであったわけですが(図7-1)、これが

足元の最近時、 90年代の末から2000年の初めぐら

いまで、闇雲な研究開発投資の増加は、利益率、売

上高営業利益率の拡大をも阻害するような逆の形

にもなってきている(図7-2)。

しからば、そういう中で非常に高収益を謡歌さ

れているところはどうやったのか。先ほどの日米

の成長軌道のスイッチのように、新機能創出にス
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図8 電気機械10社の技術多角化と売上高営業利益率の相関(最近時)
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{注)掠街多角化は、多角化と同化スピルオーバー怯術量との相聞則に基づき、キャノンの1978・1998の33按術分野の米国量録特許を基に、多
角化度を示すハーフィンダール指数(HHI)を計澗し、これと別途計測した電気機械各社の同化スピルオーバー桂衛量との相聞により計調.

イッチングしてきたのかどうかであると思います

が、そこで技術多角化。これはキヤノンに代表さ

れますように、技術多角化戦略。多角化というの

は決して八方美人であっちこっちに目を向けると

いうことではなくて、自らの中核基盤技術の多角

的活用。せっかく開発した中核技術を多々使わな

い手はないというケチ発想で、多角的に活用、追

求する。それをキヤノンの例で申しますと光学技

術が複写機、レーザービーム・プリンタ一、バブ

ルジェットプリンタ一、デジカメと、自社内で多

角的に2回、 3回と使う、そういう努力をしてき

たところであるわけです。

収益率が高い企業は、技術の多角化と軌をーに

するような形で見られます(図8)。先ほどごらん

いただきましたように、成長そのものが収益を高

めてくれるという時代、売上の拡大が高まる時代

ではなく、アメリカは新機能創出にスイッチして

おり、技術の多角化は同じような意味合いである

わけです。新機能創出へのスイッチはこのような

形で、足元の日本のリーデイング・ファームにお

いても、つとにうかがわれるところであるわけで

す。

6 .技術の価格弾性値:新機能創出の源泉

今まで、成長軌道切り換えの鍵を「新機能創出」

という非常に文学的な表現で言ってきたところで

あるわけですが、それをもう少し数学的に整理し

ていきますと、新機能の創出は技術の価格弾性値

と技術ストックの積に比例する。技術の価格弾性

値は最小限のコストで最大の付加価値、魅力ある

技術を生み出す。それが技術の価格弾性値。ここ

で言っていますように、「最少のコストで高価値商

品の創造」、それで支配される。それでだんだんと

輪郭がわかってきたところであるわけです。

一例としまして日本の太陽電池。通産省サン

シャイン計画で太陽電池。それが産業の太陽電池

研究開発促進。その技術のストック。それに裏打
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ちされて、技術の缶詰たる太陽電池の生産。そし

て、それが価格を減少していくという、魔法とも

言えるようなミラクルな好循環作用が堅持され、

いまや各種の再生可能エネルギー技術の中でも、

太陽電池だけは顕著に世界ダントツの生産あるい

は技術パフォーマンスを上げてきているところで

あるわけです。

先ほどごらんいただきました技術の価格弾性値、

価格が下がれば、それに誘導されて研究開発投資

がどんどん増やされることになるという性格のも

のであります。

それでは、具体的にファンクショナリティー・

デイベロップメント、太陽電池の場合はどうか。技

術の価格弾性値。 順次ごらんいただきますと、こ

ちらが技術の生産とそれの価格、それぞれの価格

弾性値は、 1975--1982年が0.41、1983--1999年

が1.59と、急激に高まっています。それに、ここ

の技術の普及スピードと太陽電池技術開発のス

トックを掛け合わせることによって、太陽電池開

発における新機能創出は急激に高まった。要する

にこういうパターンをいろいろな技術において質

的に評価する。

ちなみに、太陽電池の場合、第2次石油危機の79

年のころ、石油代替エネルギーの開発の加速、

NEDOの創出、それらがリードタイムを経て確実

にあらわれた結果であるわけです。

7 .技術の価格弾性値と新機能創出との好

循環

だんだん駆け足になって恐縮ですが、以上、新

機能創出をもう少しわかりやすくだんだんと翻訳

していきますと、技術の価格弾性値の上昇。すな

わち、最小限のコストで付加価値最大のあるいは

魅力最大の技術を生み出すことにほかならない。

それと、命題の新機能創出と結びつけているわけ

です。従来、 GDP高成長で、その結果をいただき

という形で、放っといても技術の限界生産性が上

がる。それが好循環。しかし、成熟経済、低成長

によってこれが期待できない。こちらのほうにス

イッチングし、これは最小限のコストで非常に優

れものの技術を生み出す質的変化、それが新機能

14 

を創出し、それが成長に依存せずとも限界生産性

を維持し、低成長下においても一定の成長を持続

する。アメリカは、先ほど太陽電池の例で取り上

げましたけれども、これに IT主導で対応する。

その観点から、そもそも ITの性格形成メカニズ

ム。先ほど、情報化社会へのパラダイムシフトの

中で、システムマッチ、ヒッチというような側面

でごらんいただいたところであるわけですが、改

めてそのヒッチ、マッチを引き起こしたITという

のは、我々が慣れ親しんできました製造技術と比

べてどういう性格の違いがあるのか。これで幾つ

かの技術を比較し、その普及パターンを見ること

によりまして、それが内包している性格、それは

技術、社会・経済の中で使われ、進歩していくの

で、いくら包み隠していましでも、内包している

性格なり筋のよさとか悪さがあらわれてくるわけ

です。現象的に普及パターンからその中身を見て

みたいと思います。ここでは時間の関係で一例で

ありますが、固定電話と携帯電話、なかんずくイ

ンターネットアクセスサービスを有するiモードと

比較したものであります。

固定電話は製造技術の典型です。その機能は、双

方向で会話を交わすことにつき、せいぜいそれが

コードレスになったり、パソコン機能がついてい

たりする程度で、本質的な機能は変わらない。し

たがって、典型的なSカーブで、一定のラインで

サーチできます。それに対してiモードは、カスタ

マーがコギャルで、どんどん使う。その中で次か

ら次に注文やアイデアを出し、それに応える形で

機能がどんどん増えてきた。最初はポケベルで、ワ

ンウェイのシグナルだけでありましたけれども、

双方向になり、音声のみならず、各種の情報とか

写真機能とか次から次に新しい機能がついてきた。

したがって、天井が一定のところで、へばりついて

いる暇がない。普及と同時にどんどん新しく天井

が高まっていく。これがITの基本的な性格を典型

的にあらわしている普及パターンと言われている

ところであるわけです。

整理しますと、固定電話でごらんいただきまし

た製造技術と異なり、ITには自己増殖性があり、社

会経済システムとのダイナミックな相関がある。 i

モードはコギヤルがとなんどん使い、注文をつける、

持}

が対



図9 情報技術の普及過程における機能自己増殖メカニズム

(i)製造技術と異なり、 IT固有の性格は、社会経済システムとのダイナミックな相互作用の

過程を通じて形成される。

(ii)すなわち、ITは、次のような自己増殖機能を内包する:

JTの普及今社会経済システムとの格互作用の誘発今ネットワーク外部性の発現

今新機能の増大今新たな需要を創出し、更なる普及を促進

そういう中で形成されている。したがって、 ITが

普及しますと、社会経済システム との相互作用が

誘発される。そうしますと、それがネット ワーク、

外部性の規模が増えますと、新機能の増大、新たな

需要を創出し、新たな普及を促進、こういうダイナ

ミックな規模拡大。拡大スパイ ラルの機能を|人j包

しているということがうかがえるわけです(図的。

いまごらんいただきました自己増殖性と、 11止初

のTFP、技術進歩、その中の-11した関心といいま

すのは技術の限界生産性がなぜ下がったのかとい

うことです。それを整理していきますと、技術の限

界生産性、それには語要創出効果、これがよく IT

の製造技術と追った本質的な効用と言われている

ところであります。需要創出効梨、それは|限界生産

性を山め、それがn術的に示される ところであり
ます。

改めてごらんいただきますと、先ほどこれで(1

己相|珂がなぜ、できるのかという疑問を投げさせて

いただいたところであるわけですが、ITは;お要f:IJ

出効果を内包、そういうものを'11核とするこ とに

よって限界生産性が日まる。それで、新しい機能の

創出、限界生産性、ここで矢印がついていますが、

そういうメカニズムがIT固有の特性をフルに活!日

することによってできるわけです。

これが証拠立てであるわけですが、これも製造

業の主要業種のITI刻述投資。付)JII印liflQが向くなり、

シーリンゲの成畳

それから先ほどのTFPに対する需要創出効果があ

ります。'，l!:気機械をはじめとしますIT強度、すな

わち付加価値当たりのIT投資の高いと ころは非常

に需要創出効果も高い。すなわち、 ITは需要創出

効果があるという ことが日本においても裏付けら

れているところであります。

整理しますと、 GDPで、付加価値生産性、それ

がITに投資する、それが新しい需要を創出し、こ

れが先ほどの全要素生産性の分母 ・分子の大事な

部分でありまして、 これカ，t~ え、 こういう好術開

が働く。

同じようなこ とで、先ほとごの技術の価格弾性仙

で技術の新機能話IW'rを見たと ころであるわけです

が、同じようにこれは先ほどごらんいただきまし

た需要創出、それを技術の価格弾性値で全部i泣き

かえましでも、 IriJじように見られるところであり

ます。すなわち、命題としています技術の限界生

産性のj性大は IT強度、市安創出のメカニズム、こ

れは IT。 それから、技術の価格~iìi性値で新機能おIJ

r'iJ。実はこの一つがl'iJじようなメカニズムでつな

がっていると ころであるわけで、す。

したがって、先ほどITのところでiモー ドをrl'

心にごらんいただきましたカヘこういうスノfイラ

ルになります。すなわち、ITの新機能でさらなる

普及、コギヤルとのイン タラクティブ -アクショ

ンで、ネ ットワーク・エク スターナリティ ーが働
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図10 情報技術の普及過程における自己増殖メカニズムと新機能創出型成長軌道

出創
訂

目

升

瀧

目

以

札

m
k

一
吐

糊

断

ぽ

一

目

及

・

G

ι川
1
4パ
庁
、

術

射

昇

絞
り
町
上

新
耐

賞
用

道

体

午

軌

洲

町

の

も

委

目

一

一

，

劃

一

例

判
ロ
シ
』
-

及普

M
 

NE 

IA， IA， IA) 

き、さらなる機能の創出というスパイラルをごら

んいただいたところでありますが、新機能f:IJ出に

おいても、技術の限界生産性の上昇、 TFPの上昇、

技術の価格弾性値の上昇と、ほほ同じようなスパ

イラル的な現象が、 実は同じようなものを追った

側面であらわしているという ことであるわけです

(図10)。
だんだんとはしよって恐縮ですが、いまごらん

いただきましたのは、 7番目の技術の価格別i性他

はITの自己増殖機能創出メカニズムと同様、新機

能創出の好循環を誘発するということです。

8. ITの自己増殖機能、 IT主導の新機能創出

のための社会経済体質の柔軟性

次に、 lTの自己増殖機能、 IT主導の新機能創出

のための社会経済体質の柔軟性で、す。 先ほど申し

ましたように、 80年代までilノドはこれが非'市に柔

軟であったけれども、情報化社会においては必ず

しもそうではない。その辺の90年代以降情報化社

会にシフ トしているにもかかわらず、日本はイ依衣然

として工業化社会の斜組l織の-t!'

会への対対.応応、を 妨げ、 柔軟性を l~失する悲1JriJ~k を米

たしているというようなところカ苛旨摘されている

ところです。

その観点から改めて日米を比較しますと、製造

業主導で競争力を謡歌、工業化社会のビジネスモ

デル。これは成功して、世界に冠たる注FIされた

16 

ところであるわけですが、それが成熟期、情報化

社会においても組織の悩性による束縛、システム

ヒッチ、柔軟性の1~失。 結呆、せっ かく IT イ ンプッ

トがたくさんあっても 卜分活用されていない。そ

れに対しましてアメリカは、競争力の認識、いま

までのモデルでは日本には太刀打ちできない、新

しい成熟期の社会、情報化を見越して新機能創出

型モデルへの変換、そのための累積的努力、情報

化社会とのマッチ、それがどんどんより柔軟な社

会経済体質になって、結果として ITインプッ トの

みならず、それをフルに活用する(図11)。

そういうふうな循環で、 80年代、 90年代。工業

化社会、十10j報化社会。日本は、 80年代においては

好術環で回っていたのですが、 90年代は社会経前

体nが変わり、 90年代に入り柔軟性を慣なう。逆
にアメリカは好-対照になf循環性を発揮し、それが

競争ブ]のiiEいになり、また、それがネガテイプに、

あるいはポジテイブにフィードパックしていく、

そういう梢図になってきたところであるわけで、す

(図12)。
そこのところの柔軟性をエピデンスで比較して

います。事実、 90年代以降、 製造業全体あるいは

屯気機械で見ましても、これは社会経済の柔軟性

を比較したものであるわけですが、それが感覚で

はなくて実証的にも示されています。If!J'II-¥Jの|共l係

ではしょらせていただきますが、いろいろな側面

から90年代は社会経済あるいは産業、 主要企業に

おいても、情報化社会に対して柔軟性が引なわれ



ぞ眠

(A 

日本

図11 日米の成長軌道と情報化社会への順応

成長期

工業化社会
1980年代

成熟期

情報化社会
1990年代

製造技術主導で蹟 工業化社会の 80年代の組織の 情報化社会との 柔軟性の lTの肉包する潜
争力を謡歌 →ビジネスモデ→慣性による束縛→システムヒツチ →喪失した→在的自己増殖機

ルへの固執 4 社会経溝 能の非活用し /' 体質， / 
成長追求型モデルに固執

「新鰍機能制創町Jル此レM比にこ
↑ ¥  

米国 『世界的競争という新司競争力戦略の司累積的努力とlT_情報化社会との→柔軟な社会→向上
しい現実』の認識 累積的展開 革新との共鳴 システムマッチ 経済体質 フル活用

図12 IT化、社会経済体質の柔軟性、持続的成長の循環構造

1980年代
パラダイムシフト

1990年代. 
工業化社会 情報化社会

、
製造業中心

〉
サービス産業中心

高度経潰成長 低・マイナス経済成長
内部経済社会 グローバル経済
キャッチアップ ニーズの多様化
団塊の時代 少子・高齢化

技術と経済の相互作用

好循環 E ' a 悪循環

社会経済体質の柔軟性

高柔軟性 日i本 低柔軟性
低柔軟性 米国 高柔軟性

J二コー
国際競争力

日本>米国 米国>日本

〔…J[完結額しも〕 j[5523耽 ]P533織寸

ている。これが8番目のところで、好循環及びIT

の自己増殖性の発現、社会経済体質の柔軟性にす

ぐれて依存している。

9 .組織の慣性の阻害

9番目に移りますが、なぜ柔軟性が損なわれて

いるのか。組織の慣性が限害になっている。最初

にごらんいただきますのは、製造業におけます90
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図13 製造業における労働・資本への技術体化の不均衡:.(1975-1998) 
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出典:藤裕司修士語文(2∞1.東京.:c..大学)

(i)技術の労働への体化の資本への体化とのインバランスは、技術の労働、資本それぞれへの体化のインバランスによって計測。

(ii)技術の生産要素X(=L，幻への体化のリードタイムは次式により計測される。

e耐 _ av ldXσ3 
p+r 

m:怯儒がXに体化する時でのリードタイム;r:割引率;p;・掠術の陳腐化率.

Sourc眠i:Annual Report on National Accounts， Monthly Labor Statistics， Cross Capital Stock o{ Private Enterprises， and Annual 
Report on Industrial Production. 

年代以降IT化が進展するのに対して、いかに組織

が対応しているか、あるいは対応し切れなかった

のかということです(図13)。グラフの線が90年代

に入って急激に上がっているのは製造業における

労働・資本への技術体化。資本のほうは機械物で

すのでどんどんITを組み込んでいく。それに対し

て労働は、金業体であり、組織であり、それがIT

化に十分対応できていない。組織の慣性が結果と

してどんどんミスマッチが起きていく。これがミ

スマッチの例です。

その原因が年齢別のITの活用。私どもはいつも

学生から冷やかされるのですけれども、これはい

まだ若年層が中心で、年功序列が残り、高齢者の

決定力が強い企業では総じて本格的IT化が立ち遅

れ、その制約が少ない企業は総じて相対的にIT化

が進展している。これが情報通信白書で、克明に

年齢階層別のIT利用率をパターンと量で示したも

のです。企業のIT化は、インプットが増えたといっ

ても基本的には環境整備が中心で、本来的な新機

能創出、価値の創造、そういうところには必ずし

も至っていなしE。有機的価値創造効果が引き出さ

れていない。それがすなわち、何度も触れられて

いますITにおいてのインプット大、アウトプット

小というところであるわけです。

では、すべてが悲観すべきものかといいますと、

18 

その中で例外的なのがiモードですが、それは、ポ

ケベルからPHS、iモード。それがどんどん普及し、

インターネットアクセスサービスの付いた携帯で

見ますと、世界ダントツの状況になっているとこ

ろであるわけです。その辺に日本のITのインプッ

ト大国・アウトプット小国を脱却するヒントが見

られないかということです。

iモードは、いろいろな参加者が有機的に共鳴

し、好循環を多層的につくってきたもので、それ

に、ポケベルから始まり、PHS、携帯、インターネッ

トアクセスサービスと続く累積的な学習効果、そ

れはアメリカの80年代におけるITの累積努力と同

じように累積的な学習効果があり、それをイニシ

エートしたのが必ずしも大きな組織体ではなくて、

子供たちを含む個人で、累積学習をベースにする

組織の慣性に束縛されないスパイラル軌道が、前

にご覧いただいたIT固有の潜在的なスパイラル軌

道と共鳴することによって、日本においても累積

的学習、個人主導でIT固有の潜在機能を顕在化さ

せた。その結果が、日本はITの活用が遅れている

とはいえ、例外的にこの分野においては世界ダン

トツの普及を示したケースではなかろうかという

ことであります。

それが9番目の社会経済体質の柔軟性。成熟大

企業に典型的に見られるように組織の慣性に阻害

バ吋

へ



F帆

炉

される中で、逆にこの分野におきましては、組織

に対する個人ですと慣性から比較的フリーな個人

の活力が発揮された。

10.πの自己増殖機能と新機能創出型成長軌

道との共鳴

最後になりますが、 ITの自己増殖機能と新機能

創出型成長軌道との共鳴。これは先ほど触れまし

た80年代と90年代、日米のシステムヒッチとマッ

チの好対照。それをうまく脱却するために、いろ

いろ注目すべきものとしまして、まずアメリカの

「累積的努力とIT革新との共鳴J。日本は成熟経済、

情報化社会においては、逆に「組織の慣性Jの束

縛の少ない個人主導の汀活用に少し注目するべき

ではなかろうか。

第 lとしますと、社会経済における組織の役割

の変選。 80年代までは、学生が就職先を選びます

ときには就職先の企業の将来性というのが最大の

判断事項でして、 90年代は、実は今年、東工大経

営工学の就職担当であるわけですが、学生が企業

を選ばせていただくときには何かといいますと、

将来性というのはおよそ考えずに、何か自分に

マッチしているとか、何かクールな感覚がありま

して、その限りで、かつてに比べますと個人と企

業とはよりルースな関係になってきているところ

であります。したがって、会社の規模の大小より

むしろ、機動性・柔軟性・適応性・連携性を内包

図14 情報技術の普及過程における自己増殖メカニズ
ムと新機能創出型成長軌道

する企業に注目し、そういう企業のイニシアテイ

プの下で、 ITの構築、新機能創出、技術の限界生

産性、随所でそれがお互いに共鳴し合うところに

大いに期待したい。

最後にまとめさせていただいていますのも、組

織の慣性に阻害されない機動性・柔軟性・適応性・

連携性に卓越した企業の主導の下で、社会経済体

質の柔軟性をフルに追求し、 ITの自己増殖機能と

新機能創出との成長軌道とを共鳴させていくこと

を期待されている(図14)。そして、依田先生にご

指導いただいております新産業ビジョンに対して

も、ここから幾つかの示唆が期待されるわけであ

ります。後ほど、依田先生からお話いただきます

『メイド・イン・アメリカJ、『メイド・パイ・香港』

もこの辺と共通するところでありますので、是非

ご検討いただきたいと思います。以上でございま

す。(拍手)

司会 どうもありがとうございました。実は、新

産業フロンティア作業部会でも、先日、渡辺先生

のお話を関係者で伺いまして、ぜひ工学アカデ

ミー全体の談話サロンでご紹介いただこうという

ことで、本日、実現いたしました。いろいろご質

問、ご意見があろうかと思いますが、いい機会な

ので、よろしくお願いいたします。

城水元次郎 NTIにおりました城水と申します。

先生のおっしゃった話は大変ストーリーがはっ

きりしているのですが、 80年代の技術は新機能創

出の路線に対して、 ITの真の活用に立ち遅れた背

景を説明されました。そこまでは非常にもっとも

だ、そのとおりだという気がするのですが、要因、

背景に関して、こういう見方もあると思うのです

が…というのを申し上げたいのです。

その一つは、新機能創出というときの「機能jと

いう言葉です。これは性能という言葉に対応する

言葉でして、英語でいうとファンクション。機能

を担当しているものはソフトなのです。性能を改

善しているのはハードです。そうすると、 1960年

代、 70年ぐらいから変わってきたのは、装置の機

能の部分をどんどんソフトが代行していったので

す。ですから、難.しい機械もソフトが代行して、パ

ソコン、小さなマイコンが入ってどんどん置きか

えたものですから、製品としてはどんどん安く
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なってくるのです。要するに、製品の中にハード

とソフトがあって、ハードの部分とソフトの部分

が各々製品の開発に貢献しているわけです。その

ソフトの開発の部分をどう見ているかということ

が重要なのですけれども、実はそこに日本とアメ

リカの重大な違いがあるのです。

なぜかというと、アメリカは早い時期から IBM

独占でしたから、 IBMに合わせてソフトをつくっ

ていれば売れたのです。ソフトのマーケットは

1960年代からできているのです。いいソフトをつ

くれば売れるという格好になっていて、ソフトに

値段がついていたのです。

ところが、日本は何をやっていたかというと、通

産省は見事に日本のコンピュータ産業を育てたの

ですけれども、ソフト・マーケットをつくるとい

うことは一切しなかったのです。それでどうした

かというと、富士通とか日本電気とか三菱とかコ

ンピュータメーカーは各々自分のソフトをつくる

わけです。そして、ほかのメーカーと全然互換性

のないソフトを一生懸命つくって、例えばFOR-

TRANのソフトをつくっても、富士通のFORTRAN

でかいたソフトはNECのコンビュータにはかから

ないというふうな格好で、そこが違いで、いいと

ころなのだというふうなつまらない小競り合いを

やったわけです。だから、ソフトの要員なんてい

うのはメーカーの数だけいるわけです。

しかも、悪いことには、ソフトが入った製品を、

ソフトを適正な値段で売ることをしなかったので

す。ハードに載せてしまったわけです。ですから、

ソフトにかかった分をどこで取り戻すかというこ

とに対して、非常に下手なことをやってしまった

のです。コンピュー夕、マイコン、パソコンの値

段は互いに競争し合ってどんどん下がったのです。

そういうことから、ハードとソフトが違った格

好で、ソフトが製品の中のかなりの割合を占めて

いるということを、いろいろな統計の中からどう

読み取ろうとしても、わからないですね。まして

や、ソフトの値段がどうつけられているかという

のは、マーケット・プライスがないですから。マー

ケット・プライスができてきたのは日本にパソコ

ンが普及してからなので、す。パソコンが普及して、

アメリカのパソコンの05になったころから市販品
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が出て、やっとなったという格好なのです。その

違いが日本とアメリカの違いなのです。

先生がお話しになった中にも、例えば図5を見

ますと「米国における新機能創出路線へのスイッ

チ:生産性回復への累積努力」とありますでしょ

う。半分から後ろのほうは製品の名前が書いてあ

りますけれども、ほとんどソフトですね。要する

に、アメリカでは90年代にインターネットが普及

しましたけれども、その前のインターネットの前

身、 ARPANETの時代にソフトをつくって、 ARPA

は国防省の資金でつくったものですから、載せて、

みんなに見せるというのはただだ‘ったのです。で

すから、できた製品をインターネットの

ARPANETに載せて、使ってみてください、よろし

かったらお代は結構ですという商売をみんなやっ

てしまったのです。 90年代にインターネットに

なってからは通信料がついてきましたけれども、

大したことない話でして、それまでに国防省の軍

事費の予算でインターネットをほとんどつくって

しまったわけです。そこに膨大なソフトに関して

も売買できるマーケットをつくってしまったので

す。

ところが、日本の場合は通産省がそれに対して

ほとんど反応しなかったですね。特に、日本でイ

ンターネットをやる場合に、国ができないなら私

がやるといって村井先生が募金を集めてネット

ワークをつくられたのですけれども、その前の試

験の段階でインターネットに電子メールを載せよ

うとしたら、郵政省が郵便事業の妨害になるから

けしからんということで、電子メールをとめてし

まったのです。電子メールをとめたらコンピュー

タ・ネットワークをつくる意味がほとんどなく

なって、通信が自由化されてから村井さんはネッ

トワークをっくりましたけれども、その前の計画

はポシャってしまったのです。

だから、ハードとソフトが分離されているとい

うことです。そして、向こうはソフトを売買する

ルールが早くから確立しているのに、日本はいま

だにそれがどこまで確立されているか。ソフトを

資産としてどう扱うのかというルールすらはっき

りしていないのです。ハードとソフトの話、ソフ

トのマーケットの話、それを抜きにして、いまの

局、

β対
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汀社会はおかしいというのは、メーカーが首相に

何とかいう難しい話を説明するより、ソフトの

マーケットをどう育てるかということすらはっき

りしないことのほうカ人 ITに関してはおかしいと

いうことがあると思うのです。

渡辺非常に貴重なご示唆をいただきまして、

まさにご指摘のとおりだと思います。ただ、私ど

もがいつも学生と議論しておりますのは、ソフト

とハードは分けて料理できるものではない、一体

的なものであって、それ自身が相互にインタラク

テイプなもので、ソフトをうまく使うためにはそ

れなりのきちんとしたハードがなければいけない

し、また、そういうハードが新しいソフトを育て

る、そういうインタラクションカfあるというのカf

議論です。

それから、日本におきましでも、ソフトのスコー

プやデフィニションがやや違うのかもしれません

が、エンジニアリング・フィールドにおきますノ

ウハウとか、いろいろな経験とか、職人の匠のワ

ザとか、それ自身もある意味では製造技術の持っ

ている大事なソフトウェアであるということを忘

れてはいけないのではないかと思います。

ただ、先生からご指摘いただきましたように、一

つは、金業問での互換性でありますとか、それぞ

れが縦割りの各社パイ各社で取り組むというよう

な点。また、市場としてソフトというものの認識、

あるいは価値というものの認識が希薄であったと

いうことは反省しなくてはいけない点だと思いま

す。

貴重なご指摘をありがとうございました。

城水一番問題なのは、「サービス産業Jという

言葉は間違っていると思うのです。一般の食品の

商庖か何かもサービス産業に含めているわけです。

ソフトウェアハウスもいまサービス産業に入れて

いるのです。そこが間違っているのです。通産省

の職業分類、最近のものは見ていませんからわか

りませんけれども、3年ぐらい前のではサービス産

業の中に入れているのです。そこから統計がめ

ちゃめちゃになっているのです。そこから直さな

ければ実態がつかめないし、それを振興するのに

どうするのかというのもよく見えないですね。

司会 どうもご指摘をありがとうございました。

実は、いまおっしゃったようなことも含めて、冒

頭にお話ししたのですけれども、新産業フロン

テイア部会で中原副会長がリーダーになられまし

て、文部科学省にいまのこういう提言をいたしま

した。幸い、書類選考はかなり競争率が高かった

のですけれども、無事に合格したのです。最終の

ところでは落ちてしまったのですけれども、内容

はつとに我々は重視しております。

どこが今回の渡辺先生のお話の重要なところか

といいますと、いわゆる成長産業から生産に移る、

その天井を上げるということです。そういう S

カーブが既にあるのだというのではなくて、それは

我々のインフラの整備でその天井を上げていくの

だ、これが渡辺先生の理論の一番重要なことだと

思うのです。

そういう面でもう一つご紹介したいのは、 13年

前の『メイド・イン・アメリカ』と同じ著者が、中

国のこれからの経済、それは香港が6年前に返還

されましたが、香港の経済の 150年の歴史を全部

調べたのです。特に戦後50年間を。この機能、香

港の持っている経済力がこれからのメイド・イン・

チャイナという経済にどういう効果を及ぼすかと、

かなり細かく分析したものが同じ著者の『メイド・

イン・チャイナjです。 実は、これは私どもが

主張しているのと同じことを言っています。何を

言っているかというと、いまのご質問にありまし

たけれども、いわゆるプラスチックでガラス補強

プラスチックというのがあるのです。 FRPという

ものです。私もプラスチックの仕事をしていまし

たが、機械強度がプラスチックは落ちるものです

から、ガラスを入れるわけです。ガラスのかわり

にソフトを入れるということです。ですから、材

料産業というか、日本の鉄鋼とかセラミックスと

か高分子産業とか化学産業は日本経済を支えてい

る。これはいまも変わらないわけです。『メイド・

イン・アメリカ』の主張は何かというと、一国の

繁栄は優れた生産技術にかかっている、この l行

なのです。それを450ページにわたって書いたの

です。

私どもの主張は、日本の技術力である。これは

決して落ちてなし、。基礎的な力は十分あるのです。

では、何が問題かというと、もろもろの周辺のイ
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ンフラストラクチャー、特に財政とか金融とか社

会システムとかあるのですけれども、このメイド・

イン・チャイナ戦略は、オリジナルは『メイド・パ

イ・香港』です。メイド・インではなくて「パイj

ということで450ページの論文を書いたのです。そ

れは香港を返還するその日、 1997年4月1日に原

稿を書いたのです。

今後どうなるのか。6年たってみて、この主張が

非常によく当たっているわけです。書評で、 2002

年に香港政府の調査で、人口が50年前は50万人

だ‘ったわけですが、いま 677万人になっているの

です。 6年たってみて、現在、香港の金業が、広東

省、中国本土で1，100万人の新しい労働力の雇用

を拡大したい、と。もちろん技術とかソフトとか

全部中国に入っていっているわけですが、そうい

うことを言っている。

そして、大事なことは、日本が香港経済から何

を学ぶか。この著書はもちろんアメリカが何を学

ぶかと言っているのですけれども、これは150年

の香港の歴史の中で、特に戦後の50年はレッセ

フェールだというのです。自由主義経済。日本と

対比しますと非常に違うのです。何かというと、結

局イギリスの属国ですから、植民地になって全部

ロンドンにお伺いを立てて予算を決めるわけです。

ところが、 1949年に中国が共産政権になって、 160

万人の人が香港に逃げ込むのです。これは金持ち

で、しかも資本をスイスとかイギリスにたくさん

持っている。それが全部入ってきて、産業の近代

化を図った。しかも自由主義経済ですから、政府

は何もやらない。

華僑の分析をしているのですけれども、我々が

いま問題にしているベンチャービジネスを非常に

うまく成功させたo このキーポイントは何かとい

うと、メイド・パイ・香港という意味は、香港で

技術開発し、香港で生産する、あるいはノウハウ

をつくる、それは世界各国どこでつくってもいい、

香港だけでつくるのではなくて、中国でもいいし、

日本でもいいし、どこでもいいというワールドワ

イドのマーケットをつくる、こう書いてあるので

す。

私は、いまの渡辺先生の「天井を押し上げるjと

いうのがこれからの日本経済の再建に非常に大事
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だと思います。その中でも、今回の我々の提言に

もあって、落ちてしまったのですけれども、その

主張はいまも正しいと思っておりますのは、まさ

にそういう付加価値を上げていく、そういうソフ

トをハードにぶち込む、そして新しい産業をつ

くっていくことが日本が生き残る唯一の道である。

したがって、日本の製造業の中でも我々プラス

チック産業はいまでも過当競争体質ですけれども、

過当競争をやめて、人のまねをしないでオリジナ

リテイのあるR&Dで開発して、いま渡辺先生の

おっしゃるような Sカーブを上げていく、そうい

うことをぜひ日本工学アカデミーでも新しい政策

提言として出していく必要があるのではないかと

いう感想を、私は今回の渡辺先生のご研究を通じ

て持ったのです。

いまおっしゃるように、ソフトとハードをくっ

つけていく。これはあまりいい例ではないけれど

も、例えば自動車産業も、保険を掛けると、保険

というソフトを自動車にくっつけて売っているわ

けです。会社は違うけれども、これを一緒にして

売っているわけです。あるいはソニーみたいに一

つにしているところもありますけれども、そうい

うふうにソフトの産業をハードの産業にくっつけ

て新しい産業をつくっていくというのがメイド・

イン・チャイナ戦略の基本なのです。これを中国

でぜひトランスファーして、中国が世界の工場に

なるのだという提言を MITの先生方がしていま

す。

そういう意味でご紹介したのですけれども、い

まのご質問にもありますように、確かに2次産業、

3次産業という分け方は非常に問題なので、ある

方は2次産業・ 3次産業の真ん中で2.5次産業だ

というのですが、私はそう思わないのです。もし

2次産業、 3次産業という分け方をするとすれば、

それを足して2+3で5次産業というのがこれから

日本の新産業のビジョンではないかということな

のです。

伊藤利朗(三菱電機(株)顧問) きょうは、いいお

話をありがとうございましたo

いまの先生のお話を聞きながら考えていたので

すけれども、きょうのお話の根本の一つの大きな

問題は、米国との比較において社会のクリエイ

河内

河内
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ティピティーの違いである。 IT以前の場合のクリ

エイティピティーは、一つは知的所有権を非常に

簡単に使わせてくれたということもあるし、労働

も、賃金の問題もあって、なかなかアメリカが生

かせられなくなった。アメリカの賃金も高くなっ

た。

ところカ室、 ITになってからそういうクリエイ

ティピティーがダイレクトに産業に生かせるよう

になったのではないかということで、日本がアメ

リカのようになるには社会のクリエイティピ

ティーをもっと上げる。それを尊重する。ソフト

の問題もいろいろ指摘されましたように、アメリ

カとの根本的な違いはクリエイティピティーなの

です。結局、オブジェクト思考をいかにクリエイ

テイプに展開したのか、その一語に尽きるのです。

その辺をもっと根本的に直していかないと、 IT時

代において永久に追いつかないと、私は思うので

す。

渡辺おっしゃるとおりだと思いますが、クリ

エイテイピティーも時代または成長過程において

いろいろな中心軸があろうかと思います。今日の

情報化時代におきましてはご指摘のとおりだと思

います。かといって、日本に全くクリエイティピ

ティーがないかと申しますと、私ども東京工業大

学の学生を見ていますと、気違いのようにその面

だけはクリエイティピティーがものすごくある、

そういうことが許されるのか、だ、ったら俺も俺も

というのが結構おります。

伊藤その社会が日本にはないのです。

渡辺そのとおりですね。それは、ご両親、教

官、受け入れていただくビジネスを含めてですね。

しかし、最近は、平均点は悪くても何か一芸を持っ

ているやつをぜひ紹介してほしいという企業のお

話もずいぶんいただいておりまして、その辺はご

指摘の方向でエンカレッジしていきたいと思いま

す。

伊藤 クリエイティピティーのある学生さんの

養成をひとつよろしくお願いします。

渡辺至りませんが、ぜひやりたいと思います。

中原恒雄(住友電気工業(株)顧問) iモードで非

常によくなったというお話がありましたけれども、

今年の12月から地上波デジタルテレビ放送が始ま

りますね。日本の計画によりますと、デジタル放

送が携帯電話とか自動車のGPSに入ってくるのは

外国ではまだ計画されていなくて、 1--2年のうち

に日本がず、っと先行するという話らしいですけれ

ども、そういう機会をつかまえてこういう議論を

展開されるとどうなるかという、ちょっと未来寄

りのことも具体的に分析されたほうがいいのでは

ないかという気がしました。

それから、そういう問題を論じているときに、情

報問題というのは必ずインフラとビジネスとあっ

て、インフラというのは性格上どうしても政府が

つくるべきものですね。ところが、政府はそれを

丸投げして、どこかいい企業がそれをやってくれ

るのではないかとか、ゃれよと言っているだけだ

という問題があるような気がするのですけれども、

それについてはどういうふうに思われますか。

渡辺実は、この分析をやらせていただきます

過程で、総務省からまさに地上デジタル放送の責

任部局の筆頭課長補佐が社会人ドクターで分析に

きていましたので、一緒にいろいろ分析しましたo

まず第ーは、中原副会長がおっしゃいますように、

デジタル波への切り替えは想像以上におおごとの

ようでして、事実そうだと思います。したがいま

して、そのようなおおごとのことをやる以上、い

ままでいろいろな意味で立ち後れていた、先生方

からご指摘いただきましたクリエイテイピティー

でありますとかソフトというものの克服をこの大

仕掛けのときに一体的にやらない手はないという

ことを感じました。

それで、役所間分担のほうでも、だんだん全省

一丸となって一体的にGPSとか交通とか放送とか

通信とかやるような形になっているようでありま

す。ただ、政府と民間との関係、丸投げというこ

とかどうかは別にしまして、お互いに善意で楽観

的に期待しているという感じがいたしました。そ

こは、酢だのコンニャクだの言わずに、思いつい

たほうが、自ら先取って、それが結果としてどこ

の役割なのだと、そういう時代ではないかと思い

ました。最初にきちんとした素性があって、よっ

てこれは民間、よってこれは政府、というようよ

うな発想ではなく、そういう仕分けを官民間わず

にやって、結果として一番ステータブル、一番い
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いパフォーマンスをあげたところ、それがよく考

えてみると民の責任だ‘ったり、官が主体的にやる

ことだ‘ったり、極言しますとそのような発想で取

り組んだらどうかというのが最近の印象でござい

ます。

長谷川幸雄(早稲田大学名誉教授) 先ほど依田先

生から、学術振興会の149委員会ですか、技術と

国際環境をテーマにしまして委員会ができて、十

数年やりましたね。私は途中から入れていただき

まして、この会場には初めからずっとご熱心にお

やりになられた方々が大勢いらっしゃいますが、

それが終わりまして、あの委員会は、私の伺った

ところですと、アメリカの呼びかけによりまして、

アメリカが非常に惨めなことになっていて、日本

がよかったので、それを何とかしようというので

始まった委員会である。私どもも日米の対話とい

うようなことでずいぶんやらせていただきまして、

最後に、その委員会を閉じるに当たって報告書を

書くことになったのですが、アメリカ側は、この

委員会を非常によく利用しまして、その委員会か

ら提言がなされた。それをアメリカ-の政治家から

官僚がまじめに取り上げて、それを実行した。日

本は何もしなかった。日本は実にもったいないこ

とをしたというご意見があったそうです。

それは委員の皆様も同じようにお感じになられ

くて、ごまめの街ぎしりになってしまったという

ことです。そこに日本の政治だとか、行政の体質

の根本的な問題があるように感じております。し

たがって、工学アカデミーとしては、この作業部

会もそうですが、これからもいろいろ提言をなさ

ると思いますが、その提言が言いっぱなしで取り

上げてもらえないのでは意味がないと思います。

そこで、マニフェストがいま非常に話題になっ

ておりまして、いままでの日本の政治の世界は、公

約というのはそのときだけうまいこと言って、あ

とは知らん顔しているというようなものだ、ったの

ですが、マニフェストになりますと、具体的に各

予算の裏づけをもって、時期を決めて、選挙民に

政治家が契約する。だから、もしそれをやらない

場合には契約違反で訴えられでもいいくらいなも

のである。そうすると、政治家だけではなくて、役

人もそういうことに対してはもっと真剣に取り上

げる必要が出てくるのではないか。つまり、在来

型の政治家やお役人はぶっつぶして、アカデミー

でこれからも皆さんおやりになると思いますが、

そういう提言をまじめに聞いて実行に移していく

という体制をつくることをぜひアカデミーとして

ご議論いただけましたらと思います。

司会 どうもいいご提言をありがとうございま

したo

て、非常に悔しい思いをしたわけです。つまり、何 きょうは大変内容の深い渡辺先生のご講演を伺

もしなかったわけではなくて、ずいぶん熱心に いました。それでは、渡辺先生に拍手を送りたい

言ったのですけれども、ちっとも聞いてもらえな と思います。(拍手)
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